
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願
(19) 世界知的所有権機関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2013 年 7 月 4 日（04.07.2013) WO 2013/100103 A1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： ノ門 3 森 ビル 青和特許法律事務所 Tokyo
H04M 1/02 (2006.01) (JP).

(21) 国際出願番号： PCT/JP2012/083989 (81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

(22) 国際出願曰： 2012 年 12 月 27 日（27. 12.2012) BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(25) 国際出願の言語: 日本語 CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
(26) 国際公開の言語: 日本語 IS, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,

LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,(30) 優先権データ：
特願 MY, ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,201 1-289410 201 1年 12 月 28 曰（28. 12.201 1) JP

PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,
(71) 出願 人 ：富 士通 株 式会 社 （FUJITSU LIMITED) SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,

[JP/JP]; T 2 118588 神奈川県川崎巿中原区上小田 US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.
中4 丁目 1 番 1 号 Kanagawa (JP).

(84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保
(72) 発 明 者 ：中 村 裕 (NAKAMURA, Yutaka); 〒 護が可肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,

2 118588 神奈川県川崎巿中原区上小田中 4 丁目 ML, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一ラシ
1番 1 号 富士通株式会社内 Kanagawa (JP). ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ

(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
(74) 代理 人：青木 篤 ，外（AOKI, Atsushi et al); 〒 GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,

1058423 東京都港区虎 ノ門三丁 目 5 番 1 号 虎 NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

[続葉有]

(54) Title: JOINING APPARATUS FOR MULTI-PART CASE AND ELECTRONIC DEVICE PROVIDED WITH SAID JOIN
ING APPARATUS

(54) 発明の名称 ：多分割筐体の結合装置及び該結合装置を備えた電子装置

(57) ADStract: Provided i s a loming apparatus for a multi-part case 01 an elec
tronic device, wherein a display screen becomes fully flat when the partitioned
case i s opened. The joining apparatus i s equipped with axles respectively loc
ated between first and second cases and between third and fourth cases of first
to fourth overlapping cases, each axle being configured such that after the re
spective overlapping cases are slid away ：from each other, one case can rotate
180 degrees with respect to the other case around the axle. The joining appar
atus i s also equipped with a first mnge that rotatably joins end faces of the
second and third cases, and a second hinge that rotatably joins end faces of the
first and fourth cases on the reverse side therefrom, and the joining apparatus
i s such that a flat surface i s formed by sliding the second and third cases along
the two axles away ：from the first and fourth cases and, when the sliding i s
complete, opening the second and third cases as well as the first and fourth
cases on the first hinge and the second hinge respectively, while rotating the
cases around their respective axles.

(57) 要約： 分割された筐体を展開 した時に得 られる表示画面が
フル フラッ 卜になる電子装置の多分割筐体の結合装置であり、
重なった第 1 から第 4 の筐体の第 1 と第 2 の筐体間と第 3 と第
4 の筐体間に、重なった筐体をスライ ド後に一方を他方に対 し
て 1 8 0 度回転可能な回転軸を設けると共に、第 2 と第 3 の筐
体の端面を回転可能に結合する第 1 のヒンジと、第 1 と第 4 の
筐体の反対側の端面を結合する第 2 の ヒンジとを設け、回転軸
により、第 1 と第 4 の筐体に対 して第 2 と第 3 の筐体をスライ
ドさせ、スライ ド完了状態で第 1 と第 2 のヒンジによリ第 2 と
第 3 の筐体及び第 1 と第 4 の筐体をそれぞれ回転軸の回りに回
転させなが ら開いて 1 つの平坦面を形成するようにした多分割
筐体の結合装置である。
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NE, SN, TD, TG). - 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))



発明の名称 ：

多分割筐体の結合装置及び該結合装置を備えた電子装置

技術分野

[0001 ] 本出願は多分割筐体の結合装置及び該結合装置を備えた電子装置に関する

背景技術

[0002] 近年、携帯電話等の情報端末の小型、薄型化に伴い、携帯性、操作性、表

示の見やすさを良くする理由で、キーボー ド部等の固定部に対 し、ディスプ

レイ部等の可動部をスライ ドさせる製品がある。図 1 A は固定筐体 （下側筐

体） 1 に対 して、可動筐体 （上側筐体） 2 が重なり合った状態の情報端末 3

を示すものである。この情報端末 3 は図 1 B に示すように、固定筐体 1 に対

して、可動筐体 2 がスライ ドさせた状態で使用される。このような形態の情

報端末 3 としては、例えば、携帯電話機、携帯端末 （タブレットコンビュ一

タ等の小型コンピュータ）、或いはゲーム機等がある。

[0003] ところが、このような情報端末 3 では、図 1 B に示されるように、固定筐

体 1 に対 して、可動筐体 2 をスライ ドさせる際に、筐体の構造上、固定筐体

と可動筐体 2 とが開き切った状態 （フルスライ ド状態）で両者の間に重な

り部分 L が必要であった。このため、可動筐体 2 の固定筐体 1 に対するスラ

ィ ド量は、スライ ドする方向の筐体長さの 3 分の 2 程度までであった。この

構造は、下側の固定筐体 1 をキーボー ドにする場合は良かったが、下側の固

定筐体 1 もディスプレイ部にする場合は、重なり部分 L があるために充分な

ディスプレイの広さを得ることができなかつた。

[0004] これに対 して、図 1 C に示すような、フルスライ ド時に固定筐体 1 に対 し

て可動筐体 2 が平坦 （フルフラット）になる構造の情報端末 4 が、例えば、

特許文献 1 や特許文献 2 に開示されている。特許文献 1 では、固定筐体 （第

1筐体）と可動筐体 （第 2 筐体）の側面を連結する連結駒があり、連結駒に



ある2 本のピンの一方が可動筐体に枢支され、他方が固定筐体にスライ ド可

能に係合 している。また、特許文献 2 では、固定筐体 （第 2 筐体）と可動筐

体 （第 1筐体）がリンク機構で接続されており、可動筐体が固定筐体に対 し

てフルスライ ドして表示面がフルフラッ卜になるようになつている。

[0005] 携帯端末をメールやツイッタ一等の用途に使用する場合は、スマー トフ才

ン等の小型サイズで良いが、電子書籍になった雑誌や新聞を見る場合には、

画面の大きいタブレットが適 している。そして、スマー トフォン型の携帯電

話機とタブレツ卜の両方の端末を持ち歩 くのは大変なので、タブレツ卜で兼

用 したいというニーズがある。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 7 1 5 8 8 号公報

[0007] 特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 1 5 4 1 4 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しながら、これまで 2 画面を 1 つの平坦な画面にする端末はあったが

、より多くの画面、例えば4 画面を結合 してタブレットと同等のサイズを実

現するような端末は無かった。また、分割された4 つの筐体を結合 して多画

面の情報端末ができたとしても、図 1 D に示すように、情報端末 5 を構成す

る4 つの分割された筐体 5 A ~ 5 Dの画面に段差が生 じるという課題があつ

た。そして、段差が生 じると、画面が見づらく、またタツチ動作 （ワイプ動

作）の際に支障になって しまう。

[0009] つの側面では、本出願は多数の分割された筐体を結合 して 1 つの画面を

形成する情報端末などの電子装置において、分割された筐体を結合 した時に

、結合された筐体の画面がフルフラッ卜になる多分割筐体の結合装置を提供

することを目的とする。また、分割された筐体を結合 した時に、結合された

筐体の画面がフルフラッ卜になる多分割筐体の結合装置を備えた電子装置の



提供 を 目的 とす る。

課題を解決するための手段

[001 0] 実施形態 の一観 点 によれ ば、 多分割筐体 の結合装置 は、 第 1 か ら第 4 の 4

つの筐体 を この順 に重ね合わせた時 に、 第 1 と第 2 の筐体 の間 と第 3 と第 4

の筐体 の間 にそれ ぞれ配置 され、重 な った筐体 をスライ ドさせた後 に、 一方

を他方 に対 して 1 8 0 度 回転 させ る回転軸 と、 第 2 と第 3 の筐体 の、 回転軸

と平行 な方 向 に露 出す る端面 の一方 同士 を結合 す る第 1 の ヒンジ と、 第 1 と

第 4 の筐体 の回転軸 と平行 な方 向 に露 出す る端面 の、 第 1 の ヒンジ側 の端面

と反対側 の端面 同士 を結合 す る第 2 の ヒンジ とを備 え、 回転軸 によ り、 第 1

と第 4 の筐体 に対 して第 2 と第 3 の筐体 をスライ ドさせ、 スライ ド完 了状態

で第 1 と第 2 の ヒンジによ り第 2 と第 3 の筐体及び第 1 と第 4 の筐体 をそれ

ぞれ回転軸 の回 りに回転 させなが ら開いて 1 つの平坦面 を形成 す る ことを特

徴 と している。

[001 1] また、実施形態 の他 の観 点 によれ ば、 多分割筐体 の結合装置 を備 えた電子

装置 は、 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 を この順 に重ね合わせた時 に、 第 1 と第

2 の筐体 の間 と第 3 と第 4 の筐体 の間 にそれ ぞれ配置 され、重 な った筐体 を

スライ ドさせた後 に、 一方 を他方 に対 して 1 8 0 度 回転 させ る回転軸 と、 第

と第 3 の筐体 の、 回転軸 と平行 な方 向 に露 出す る端面 の一方 同士 を結合 す

る第 1 の ヒンジ と、 第 1 と第 4 の筐体 の回転軸 と平行 な方 向 に露 出す る端面

の、 第 1 の ヒンジ側 の端面 と反対側 の端面 同士 を結合 す る第 2 の ヒンジ とを

備 え、 回転軸 によ り、 第 1 と第 4 の筐体 に対 して第 2 と第 3 の筐体 をスライ

ドさせ、 スライ ド完 了状態 で第 1 と第 2 の ヒンジによ り第 2 と第 3 の筐体及

び第 1 と第 4 の筐体 をそれ ぞれ回転軸 の回 りに回転 させなが ら開いて 1 つの

平坦面 を形成 す る多分割筐体 の結合装置 を備 えた電子装置 であ って、 第 1 か

ら第 4 の筐体 の回転軸 が設 け られている面 と反対側 に面 に表示画面 を備 え、

1 つの平坦面 が 1 つの表示画面 とな る ことを特徴 と している。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 図 1 A は関連技術 のスライ ド型情報端末 の閉 じた状態 を示 す斜視 図、 図



1 B は図 1 A に示 した情報端末がスライ ドした状態 を示す斜視図、図 1 C は

図 1 B に示 した情報端末が更にスライ ドして画面がフル フラッ 卜にな った状

態 を示す斜視図、図 1 D は分割 された 4 つの筐体 を結合 してで きた結合画面

を備 えた関連技術の情報端末 を示す斜視図である。

[ 図2] 図 2 A は多分割筐体 を備 えた電子装置の一実施形態の、画面 を閉 じた状

態 を示す斜視図、図 2 B は図 2 A に示 した電子装置の多分割筐体 を結合装置

を使用 して開 き、平坦面 に 1 つの画面が形成 された状態 を示す斜視図である

[ 図3] —実施形態の多分割筐体の結合装置の部分動作 を示すものであ り、図 3

A は重ね合わされて閉 じた状態の 2 つの筐体 を示す斜視図、図 3 B は図 3 A

に示 した 2 つの筐体が結合装置の回転軸 を使用 してスライ ドする状態 を示す

斜視図、図 3 C は図 3 B に示 した 2 つの筐体の内の一方が結合装置の回転軸

を使用 し他方 に対 して 1 8 0 度 回転する状態 を示す斜視図、図 3 D は図 3 C

に示 した一方の筐体の回転が終 了 して 2 つの筐体のデ ィスプ レイ面がフラッ

卜にな つた状態 を示す斜視図である。

[ 図4] 一実施形態の多分割筐体 を備 えた電子装置の個 々の部品を示すものであ

り、図 4 A は第 1 の筐体の正面図、図 4 B は図 4 A に示 した第 1 の筐体の右

側面図、図 4 C は第 2 の筐体の正面図、図 4 D は C に示 した第 2 の筐体の左

側面図、図 4 E は第 1 と第 2 の筐体の間に内蔵 される結合装置の回転軸の平

面図、図 4 F は図 4 E の F _ F 線 における断面図、図 4 G は図 4 E に示 した

回転軸の底面図、図 4 H は図 4 G の H _ H 線 における断面図、図 4 I は図 4

E 、 図 4 G に示 した回転軸の中に挿入される摺動補助部材の平面図、図 4 J

は図 4 I に示 した摺動補助部材の側面図である。

[ 図5] 図 5 A は図 4 E に示 した回転軸 を摺動補助部材 を使用 して第 2 の筐体 に

取 り付 ける様子を示す組立斜視図、図 5 B は図 4 E 、 図 4 F に示 した回転軸

が摺動補助部材 を介 して第 1 と第 2 の筐体 に取 り付 け られた状態 を示す断面

図である。

[ 図6] 図 2 A に示 した電子装置が図 2 B に示 した状態 に変形 される工程 を示す



ものであ り、図 6 A は 4 つの筐体が重ね合わされた状態 を示す斜視図、図 6

B は図 6 A に示 した 4 つの筐体の内、外側の 2 つの筐体 を内側の 2 つ筐体 に

対 してスライ ドさせ始めた状態 を示す斜視図、図 6 C は図 6 B に示 した 4 つ

の筐体の内、外側の 2 つの筐体が内側の 2 つ筐体 に対 してスライ ドを完 了 し

た状態 を示す斜視図、図 6 D は図 6 C に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及

び内側の 2 つ筐体 を、 それぞれ ヒンジの回転軸の回 りに回転 させ始めた状態

を示す斜視図、図 6 E は図 6 D に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及び内側

の 2 つ筐体が更に回転 して、 それぞれ 1 8 0 度 ずつ回転 させた状態 を示す斜

視図である。

[ 図7] 図 2 A に示 した電子装置が図 2 B に示 した状態 に変形 される工程 を正面

か ら見たものであ り、図 7 A は図 6 A か ら図 6 C に対応する正面図、図 7 B

は図 7 A に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及び内側の 2 つ筐体 を、 それぞ

れ ヒンジの回転軸の回 りに回転 させ始めた状態 を示す正面図、図 7 C は図 7

B に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及び内側の 2 つ筐体 を更に回転 させた

状態 を示す正面図、図 7 D は図 7 C に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及び

内側の 2 つ筐体 を更に回転 させてそれぞれ 1 8 0 度 ずつ回転 させた状態 を示

す正面図である。

[ 図8] 図 8 A は図 6 A に示 した 4 つの筐体 を備 えた電子装置の内部の筐体 を引

き出さない側の端面同士を結合 して形成 した 8 つの筐体 を備 えた電子装置の

斜視図、図 8 B は図 8 A に示 した 4 つの筐体の内、外側の 2 つの筐体 を内側

の 2 つ筐体 に対 して、 それぞれ反対方向にスライ ドさせ始めた状態 を示す斜

視図であ り、図 6 B に対応する図、図 8 C は図 8 B に示 した 4 つの筐体の内

、外側の 2 つの筐体が内側の 2 つ筐体 に対 してスライ ドを完 了 した状態 を示

す斜視図であ り、図 6 C に対応する図である。

[ 図9] 図 9 A は図 8 C に示 した状態か ら外側の 2 つの筐体及び内側の 2 つ筐体

を、 それぞれ ヒンジの回転軸の回 りに回転 させ始めた状態 を示す斜視図であ

り、図 6 D に対応する図、図 9 B は図 9 A に示 した状態か ら外側の 2 つの筐

体及び内側の 2 つ筐体が更に回転 して、 それぞれ 1 8 0 度 ずつ回転 させた状



態を示す斜視図であり、図 6 E に対応する図である。

[ 図10] 他の実施形態の、スライ ドアシス 卜機構を備えた多分割筐体の結合装

置の部分的な構造を示す組立斜視図である。

[ 図11] 図 1 1 A は図 1 0 に示 したスライ ドアシス 卜機構を備えた多分割筐体

の結合装置が取り付けられた第 1 と第 2 の筐体を示すものであり、第 1 の筐

体に対 して第 2 の筐体がスライ ドと回転を完了した状態を示す側面図、図 1

1 B は図 1 1 A の状態から第 2 の筐体が第 1 の筐体に対 して回転軸の回りに

8 0 度回転 した状態を示す側面図である。

[ 図12] 図 1 2 A は図 1 1 B の状態から第 2 の筐体が第 1 の筐体に対 して近づ

く方向にスライ ドした時のスライ ドアシス 卜機構を備えた多分割筐体の結合

装置の動作を示す側面図、図 1 2 B は図 1 2 A の第 2 の筐体が第 1 の筐体に

対 して更にスライ ドして 2 つの筐体が重なった時のスライ ドアシス 卜機構を

備えた多分割筐体の結合装置の動作を示す側面図である。

[ 図13] 図 1 3 A は他の実施形態の結合装置に使用するスライ ドアシス 卜機構

のばねと駒部材の結合を示す組立斜視図、図 1 3 B は他の実施形態の結合装

置に使用するスライ ドアシス 卜機構のばねと駒部材の結合状態を示す側面図

である。

[ 図14] 図 1 4 A は他の実施形態の結合装置における第 2 の筐体と第 3 の筐体

を結合するヒンジを示す部分斜視図、図 1 4 B は他の実施形態の結合装置に

おける第 1 の筐体と第4 の筐体を結合するヒンジを示す部分斜視図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 以下、添付図面を用いて本出願に係る多分割筐体の結合装置及び結合装置

を備えた電子装置の実施の形態を、具体的な実施例に基づいて詳細に説明す

る。

[0014] 図 2 A は多分割筐体を備えた電子装置 4 0 の一実施形態の閉 じた状態を開

示するものであり、図 2 B は後述する結合装置を使用 して開いた状態の電子

装置 4 0 を示 している。この実施形態の電子装置 4 0 は、第 1 から第4 の4

つの分割筐体 4 ~ 4 4 を備えている。分割筐体 4 ~ 4 4 は以後単に筐体



4 1 4 4 と記 す。 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 4 4 4 にはそれ ぞれ画面

(デ ィス プ レイ） 4 D 4 4 D があ る。 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 4 〜

4 4 が開いた状態 では、各デ ィス プ レイ 4 D 4 4 D が近接 し、 1 つの大

画面 とな る。 第 1 か ら第 4 の筐体 4 1 ~ 4 4 の何 れか に、 1 つの表示画像 の

4 分 の 1 の画面分 の画像 を他 の画面 と同期 させて表示 す る制御装置 を設 けて

おけば、 1 つの大画面 に大 きな画像 を表示 す る ことがで きる。

[001 5] 図 2 A に示 す よ うに、 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 4 1 ~ 4 4 は、 第 1 と第

2 の筐体 4 1 、 4 2 がペ アであ り、 第 3 と第 4 の筐体 4 3 、 4 4 がペ ア とな

つている。 第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 の重 な り面 にはそれ ぞれ 円周溝 4 1

M 、 4 2 M があ り、 円周溝 4 1 M 、 4 2 M の 中に回転軸 1 0 が収容 されてい

る。 同様 に、 第 3 と第 4 の筐体 4 3 、 4 4 の重 な り面 にもそれ ぞれ 円周溝 4

3 M 、 4 4 M があ り、 円周溝 4 3 M 、 4 4 M の 中に結合装置 であ る回転軸 1

0 が収容 されている。

[001 6] 電 子装置 4 0 で は、 第 2 の筐体 4 2 と第 3 の筐体 4 3 が隣接配置 されてお

り、 第 2 の筐体 4 2 と第 3 の筐体 4 3 の長手方 向の端面 の一方 （図 2 A で は

下側 の端面） には、端面 同士 を接続 す る第 1 の ヒンジ 1 1 (以後 単 に ヒンジ

と記 す）が取 り付 け られている。 第 2 の筐体 4 2 と第 3 の筐体 4 3 は、

この ヒンジ 1 1 を回転軸 に して V 字状 に開 くことがで きる。 また、 電子装置

4 0 の外側 に配置 された第 1 と第 4 の筐体 4 、 4 4 には、長手方 向の端面

の他方 （図 2 A で は上側 の端面） には、端面 同士 を接続 す る第 2 の ヒンジ 1

2 (以後 単 に ヒンジ 1 2 と記 す）が取 り付 け られている。 第 1 の筐体 4 と

第 4 の筐体 4 4 は、 この ヒンジ 1 2 を回転軸 に して V 字状 に開 くことがで き

る。 これ らの動作 については後述 す る。

[001 7] 図 2 A に示 した第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 と、 第 3 と第 4 の筐体 4 3 、

4 4 は、 回転軸 1 0 による動作 は全 く同 じであ るので、 ここでは図 3 を用 い

て電子装置 4 0 における第 1 と第 2 の筐体 4 、 4 2 の動作 について説 明す

る。 図 3 A は第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 が重ね合わ されて閉 じた状態 を示

している。前述 の よ うに第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 の重 な り面 には回転軸



0 が収容 されている。第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 は、 回転軸 1 0 によ り

スライ ド動作 と回転動作が可能である。

[001 8] 図 3 B は、 図 3 A に示 した第 1 の筐体 4 1 に対 して、第 2 の筐体 4 2 が回

転軸 1 0 を使用 して離れ る方向 P にスライ ドする状態 を示 している。 ここで

、第 1 の筐体 4 か ら突出 して第 2 の筐体 4 2 の溝 4 2 M 内に突出する回転

軸 1 0 の長 さと、第 2 の筐体 4 2 か ら突出 して第 1 の筐体 4 の溝 4 M 内

に突出する回転軸 1 0 の長 さは同 じである。 図 3 C は、 図 3 B に示 した第 1

の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2 が最大限スライ ドした状態 （スライ ド完 了状態

であ り、以後 フル スライ ド状態 とも記す） を示 している。 フル スライ ド状態

では、第 1 の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2 の隣接 する端部 同士は重な り合 って

お らず、第 2 の筐体 4 2 は、 回転軸 1 0 の回 りに、矢印 T で示すように第 1

の筐体 4 1 に対 して 1 8 0 度 回転 することがで きる。

[001 9] 図 3 D は、 図 3 C に示 した状態か ら、第 2 の筐体 4 2 が回転軸 1 0 の回 り

に第 1 の筐体 4 1 に対 して 1 8 0 度 回転 した状態 を示すものである。第 2 の

筐体 4 2 が回転軸 1 0 の回 りに 1 8 0 度 回転 すると、第 1 と第 2 の筐体 4

、 4 2 の筐体の一方の面が平坦 （フラ ッ ト） になるので、 この面 をデ ィスプ

レイ 4 1 D 、 4 2 D とすれば、 フラ ッ トな 2 画面が得 られ る。 この とき、 フ

ラ ッ 卜な 2 画面の裏面側 には回転軸 1 0 の側面が露 出 している。 なお、 回転

軸 1 0 は、完全な円柱状 でな くても、第 1 の筐体 4 に対 して第 2 の筐体 4

2 が 1 8 0 度 回転 で きる形状 であれば良い。

[0020] 次 に、 図 4 を用いて第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 及び回転軸 1 0 の具体的

な一実施形態 を説明する。第 3 と第 4 の筐体 4 3 、 4 4 及び回転軸 1 0 の構

造 は、第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 及び回転軸 1 0 の構造 と全 く同 じである

のでその説明を省略する。 図 4 A は第 1 の筐体 4 1 の正面図であ り、 図 4 B

は図 4 A に示 した第 1 の筐体 4 の右側面図である。第 1 の筐体 4 には長

手方向中央部 に円周溝 4 M が形成 されている。 また、 円周溝 4 M の所定

位置 には、後述する摺動補助部材 を取 り付 けるためのネジ穴 4 A がある。

図 4 C は第 2 の筐体 4 2 の正面図であ り、 図 4 D は図 4 C に示 した第 2 の筐



体 4 2 の左側面図である。第 2 の筐体 4 2 には長手方向中央部 に円周溝 4 2

M が形成 されている。 また、円周溝 4 2 M の所定位置には、後述する摺動補

助部材を取 り付けるためのネジ穴 4 2 A がある。

[0021 ] 図 4 E は第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 の重な り合 った面にある溝 4 1 M、

4 2 M の中に収容される回転軸 1 0 の平面図であ り、図 4 F は図 4 E の F —

F 線 における断面図である。 また、図 4 G は、図 4 E に示 した回転軸 1 0 の

底面図であ り、図 4 H は図 4 G の H — H線 における断面図である。回転軸 1

0 の長さは、第 1 と第 2 の筐体 4 1 、 4 2 の長手方向の長さと同 じである。

回転軸 1 0 は中空のチュープ状であ り、図 4 F に示すように、その壁面の表

側 と裏側 に長手方向にス リッ ト1 0 S 1 、 0 S が設けられている。ス リ

ッ 卜1 0 S 1 、 0 S 2 の一方の端部 に設けられた直径の大 きな孔 S H はネ

ジ頭を揷通する、或いはネジを回す ドライバを揷入するためのものである。

ス リッ ト1 0 S 2 の他方の端部 には円周方向に伸びる環状のス リッ ト1 0 R

が設けられている。環状のス リッ ト1 O R は、図 4 H に示すように、ス リツ

卜1 0 S 2 を移動 してきたネジを 1 8 0 度反対側 に移動させるだけの長さを

備える。

[0022] 図 4 I は、図 4 E 〜図 4 H に示 した中空の回転軸 1 0 の中に挿入する摺動

補助部材 1 3 の平面図であ り、図 4 J は図 4 I に示 した摺動補助部材 1 3 の

側面図である。摺動補助部材 1 3 の長手方向の一方の面は平坦面であ り、他

方の面は中空の回転軸 1 0 の内周面に沿 った円周面である。摺動補助部材 1

3 には、平坦面か ら円周面 まで貫通する孔 1 3 A が、ネジを揷通するために

設けられている。摺動補助部材 1 3 の 1 つは、回転軸 1 0 のス リッ ト1 O S

を揷通するネジによって、円周溝 4 M の所定位置にあるネジ穴 4 A に

取 り付けられる。摺動補助部材 1 3 の他の 1 つは、回転軸 1 0 のス リッ ト1

0 S 2 を揷通するネジによって、円周溝 4 2 M の所定位置にあるネジ穴 4 2

A に取 り付けられる。

[0023] 図 5 A は、図 4 E に示 した回転軸 1 0 を、摺動補助部材 1 3 を使用 して第

2 の筐体 4 2 に取 り付ける様子を示す組立斜視図である。摺動補助部材 1 3



は先に中空の回転軸 1 0 内に挿入 しておき、摺動補助部材 1 3 を第 2 の筐体

4 2 に取り付けるためのネジ 1 4 は、例えば図4 G に示 したスリツ卜1 O S

1 の端部にある孔 S H を通 して回転軸 1 0 内に揷入する。また、摺動補助部

材 1 3 に取り付けられたネジ 1 4 は、孔 S H を揷通 した ドライバによって第

の筐体 4 に螺着される。このようにして摺動補助部材 1 3 がネジ 1 4 に

よって第 2 の筐体 4 2 に取り付けられると、第 2 の筐体 4 2 は回転軸 1 0 に

対 して長手方向に移動できると共に、スリット1 0 R によって回転軸 1 0 に

対 して 1 8 0 度回転できる。もう 1 つの摺動補助部材 1 3 のネジ 1 4 を使用

した第 1 の筐体 4 への取り付けも同様に行うことができるので図示を省略

する。

[0024] 図 5 B は、図4 E、図4 F に示 した回転軸 1 0 が摺動補助部材 1 3 とネジ

1 4 によって第 1 と第 2 の筐体 4 、 4 2 に取り付けられた状態を示す断面

図である。第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 にはネジ 1 4 が取り付けられるボス

部やその他の回路部品があるが、ここではこれらの図示を省略 してあり、回

転軸 1 0 、摺動補助部材 1 3 、ネジ 1 4 及び第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 の

位置関係のみを示 してある。本図と図4 E、図4 Gから分かるように、第 1

の筐体 4 は回転軸 1 0 に対 して長手方向の移動のみが可能であり、第 2 の

筐体 4 2 は回転軸 1 0 に対 して長手方向の移動と 1 8 0 度の回転が可能であ

る。

[0025] なお、スリット1 O S 1、 1 0 S 2 の長さとネジ穴4 1 A 、 4 2 A の溝 4

1 M、 4 2 M内の位置は、図 3 C に示すように、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4

2 をフルスライ ドさせた時に回転軸 1 0 が同 じ長さだけ溝 4 1 M、 4 2 M内

に突出するように決めれば良い。以上、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 につい

て説明 したが、第 3 と第4 の筐体 4 3 、 4 4 は、前述のように構造が第 1 と

第 2 の筐体 4 1、 4 2 と同 じであるので、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 と同

じ動作が可能である。

[0026] ここで、図 2 A に示 した第 1 から第4 の筐体 4 1 ~ 4 4 を備えた電子装置

4 0 が、図 2 B に示 した状態に変形される過程を、図 6 A から図 6 E 及び図



7 A から図 7 D を用いて説明する。なお、説明を分かり易くするために、回

転軸 1 0 は図 3 に示 した回転軸 1 0 と同様に単なる円柱状の部材として描い

てある。図 6 A は第 1 から第4 の4 つの筐体 4 ~ 4 4 が重ね合わされた状

態を示 している。前述のように、第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 の長手方向の

側面がヒンジ 1 1 によって結合され、第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 の長手方

向の側面がヒンジ 1 2 によつて結合されている。

[0027] 図 6 B は、図 6 A に示 した4 つの筐体 4 1 ~ 4 4 の内、外側の第 1 と第4

の筐体 4 1、 4 4 を、内側の第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 に対 して矢印で示

す方向にスライ ドさせ始めた状態を示 している。ここで、第 1 と第4 の筐体

4 1、 4 4 から第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 側に突出する回転軸 1 0 の長さ

と、第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 から第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 側に突出

する回転軸 1 0 の長さは同 じである。

[0028] 図 6 C は、図 6 B に示 した外側の第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 が、内側の

第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 に対 してスライ ドを完了したフルスライ ド状態

を示 している。フルスライ ド状態では、第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 の第 2

と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 側の端部と、第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 の第 1 と

第4 の筐体 4 1、 4 4 側の端部とは重なり合っていない。また、第 1 と第4

の筐体 4 1、 4 4 から第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 側に突出する回転軸 1 0

の長さと、第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 から第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 側

に突出する回転軸 1 0 の長さは同 じである。

[0029] この状態から第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 のヒンジ 1 2 が無い方の端部と

、第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 のヒンジ 1 1 が無い方の端部を矢印の方向に

広げる。すると、第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 と第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4

3 は、図 6 D に示すように、回転軸 1 0 の回りに回転すると共に、 ヒンジ 1

2 、 1 を中心にしてV 字状に開いていく。第 1 と第4 の筐体 4 1、 4 4 及

び第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 を更に広げると、第 1 と第4 の筐体 4 1、 4

4 と第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 は、回転軸 1 0 の回りに 1 8 0 度回転 した

ところで全ての面が図 6 E に示すようにフルフラッ卜になる。フルフラッ卜



になった第 1 か ら第 4 の筐体 4 1 ~ 4 4 の面の裏面側 には、 ヒンジ 1 1 、 1

2 が露出 している。

[0030] 図 6 A か ら図 6 E に示 した状態を、電子装置 4 0 の長手方向か ら見た図が

図 7 A か ら図 7 D に示される。図 6 A か ら図 6 C に示 した状態を電子装置 4

0 の長手方向か ら見た図は全て同 じであ り、 これが図 7 A に示される。図 7

B は、図 6 C に示 した状態か ら第 1 と第 4 の筐体 4 1 、 4 4 及び第 2 と第 3

の筐体 4 2 、 4 3 を僅かに広げた状態を示 している。第 1 と第 4 の筐体 4

、 4 4 及び第 2 と第 3 の筐体 4 2 、 4 3 を広げると、第 1 か ら第 4 の筐体 4

1 ~ 4 4 は全て、回転軸 1 0 を中心 に して回転することが分かる。 また、図

7 C は、図 6 D に示 した状態か ら第 1 と第 4 の筐体 4 1 、 4 4 及び第 2 と第

3 の筐体 4 2 、 4 3 を更に広げた状態を示 している。図 7 D は図 6 E に示す

状態を電子装置 4 0 の長手方向か ら見た図を示 している。図 7 D により、回

転終 了後の第 1 か ら第 4 の筐体 4 ~ 4 4 のデ ィスプレイが設けられる面が

フル フラッ 卜になることが分かる。

[0031 ] 以上説明 した電子装置 4 0 は、第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 4 1 ~ 4 4 を用

いて平坦な 4 画面を形成するものであった。図 8 A は、 この電子装置 4 0 を

2 台使用 し、内部の筐体を引き出さない側の外部の筐体の端面同士を接合 し

て形成 された電子装置 8 0 を示すものである。電子装置 8 0 は、第 1 か ら第

8 の筐体 4 ~ 4 8 を備えてお り、第 1 か ら第 4 の筐体 4 ~ 4 4 は電子装

置 4 0 と同様の構造を備える。 また、第 5 か ら第 8 の筐体 4 5 ~ 4 8 は、第

か ら第 4 の筐体 4 ~ 4 4 は電子装置 4 0 を長手方向に 1 8 0 度回転 させ

た構造を備えている。即ち、第 5 の筐体 4 5 が第 4 の筐体 4 4 と同 じ構造、

第 6 の筐体 4 6 が第 3 の筐体 4 3 と同 じ構造、第 7 の筐体 4 7 が第 2 の筐体

4 2 と同 じ構造、第 8 の筐体 4 8 が第 1 の筐体 4 と同 じ構造を している。

そ して、第 1 の筐体 4 の第 5 の筐体 4 5 側の端面 と第 5 の筐体 4 5 の第 1

の筐体 4 側の端面、及び、第 4 の筐体 4 4 の第 8 の筐体 4 8 側の端面 と第

8 の筐体 4 8 の第 4 の筐体 4 4 側の端面 とが接合されている。

[0032] 以上のように構成 された電子装置 8 0 では、図 8 B に示すように、第 1 と



第4 の筐体4 1、 4 4 に対 して第 2 と第 3 の筐体4 2 、 4 3 を一方に引き出

した時に、第 6 と第 7 の筐体4 6 、 4 7 は第 5 と第 8 の筐体4 5 、 4 8 に対

して他方に引き出す。図8 C は第 1 と第4 の筐体4 1、 4 4 に対 して第 2 と

第 3 の筐体4 2 、 4 3 をフルスライ ドさせ、第 5 と第 8 の筐体4 5 、 4 8 に

対 して第 6 と第 7 の筐体4 6 、 4 7 をフルスライ ドさせた状態を示 している

。図8 C は図 6 C に示 した電子装置4 0 に対応 した電子装置 8 0 を示 してい

る。

[0033] 図 9 A は、図 8 C に示 した状態から、第 2 と第 3 の筐体4 2 、 4 3 、第 1

と第4 の筐体4 1、 4 4 、第 5 と第 8 の筐体4 5 、 4 8 及び第 6 と第 7 の筐

体4 6 、 4 7 をそれぞれ対応するヒンジ 1 1、 1 2 の回転軸の回りに回転さ

せた状態を示 している。第 1の筐体と第 5 の筐体4 1、 4 5 、及び第4 の筐

体と第 8 の筐体4 4 、 4 8 はその端部が接合されているので、それぞれ一体

となって動く。図9 B は図 9 A に示 した状態から第 2 と第 3 の筐体4 2 、 4

3 、第 1 と第4 の筐体4 1、 4 4 、第 5 と第 8 の筐体4 5 、 4 8 及び第 6 と

第 7 の筐体4 6 、 4 7 がそれぞれ 1 8 0 度回転 した状態を示すものである。

第 2 と第 3 の筐体4 2 、 4 3 、第 1 と第4 の筐体4 1、 4 4 、第 5 と第 8 の

筐体4 5 、 4 8 及び第 6 と第 7 の筐体4 6 、 4 7 がそれぞれ 1 8 0 度回転す

ると、 8 画面のフルフラット画面が出来上がる。

[0034] 以上説明したように、開示の電子装置4 0 、 8 0 は、重ね合わされた複数

の筐体を結合装置によって広げて平坦な大画面を形成できるので、携帯時は

小さくし、画像表示時は大きな画面を実現することができる。また、図8 A

から図 8 C と図 9 A 、図 9 B に示 した実施形態では、電子装置4 0 をそのま

ま2 台接合 したので、図9 B に示される表示画面は横長になっているが、各

筐体の縦横比を変更すれば、縦横比が4 ：3 或いは 1 6 ：9 の画面も実現可

能である。

[0035] 次に、複数の筐体を、重なって閉じた状態から開く際及び開いた状態から

閉じる際に、開き終わる直前及び完全に閉じる直前に開き方向及び閉じる方

向にアシス 卜力が加わる、他の実施形態の結合装置及びこの結合装置を備え



た電子装置の説明する。ここでは、スライ ドアシス ト機構を備えた4 つの筐

体を備えた電子装置について説明するが、前述のように4 つの筐体はその 2

つずつが全 く同 じ構造を備えているので、第 1 と第 2 の筐体及びこれらに取

り付けられるスライ ドアシス 卜機構について説明する。

[0036] 図 1 0 は、スライ ドアシス 卜機構 3 0 を備えた多分割筐体の結合装置の部

分的な構造を示す組立斜視図であり、図 1 0 には電子装置 4 0 における第 1

と第 2 の筐体 4 、 4 2 に取り付けられるスライ ドアシス 卜機構 3 0 が示さ

れている。第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 は開いた状態が示 してあり、前述の

実施例の図 3 Dの状態を裏面側から見た状態に対応 している。そして、図 1

0 に示される回転軸 1 O C が、例えば図 3 C に示 した回転軸 1 0 に対応 して

いる。第 1 の筐体 4 の重ね合わせ面側には、同 じ幅で同 じ深さの長手方向

に延びる溝 4 Nがある。この溝 4 Nの途中には後述する取付板 4 P を

取り付けるための矩形状の取付凹部 4 T が設けられている。

[0037] 第 2 の筐体 4 2 には深さは同 じであるが、幅の広い溝 4 2 W と幅の狭い溝

4 2 Nが連続 して設けられている。幅の広い溝 4 2 Wの深さは第 1 の筐体 4

1 にある溝 4 1 N と同 じである。幅の広い溝 4 2 Wの一方の壁面は第 1 の筐

体 4 にある溝 4 Nの一方の壁面と連続 している。また、幅の狭い溝 4 2

は、第 2 の筐体 4 2 を回転軸 1 O C の回りに 1 8 0 度回転 して第 1 の筐体 4

に重ね合わせた時に、溝 4 N と重なるように設けられている。そして、

幅の広い溝 4 2 Wの中には、 2 つのブラケッ卜4 2 B を取り付けるための矩

形状の取付凹部 4 2 T が 2 箇所に設けられている。

[0038] スライ ドアシス ト機構 3 0 は、本体 3 3 、環状部品 3 5 、取付板 4 P、

2 つのブラケッ卜4 2 B 及び回転軸 1 O C を備えている。本体 3 3 は矩形の

板状をしており、本体 3 3 の長さは第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 の長さと同

じであり、本体 3 3 の幅は第 1 の筐体 4 にある溝 4 N 内を摺動できる幅

である。回転軸 1 O C の長さは本体 3 3 の長さと同 じである。また、本体 3

3 の厚さは、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 が重なり合った時に、溝 4 1 N と

4 2 N によって形成される空間内を摺動できる厚さ、即ち、溝 4 1 Nの深さ



の 2 倍程度の厚 さである。なお、実際には本体 3 3 の溝 4 1 N と4 2 N に対

向する面にはカバ一があるが、 このカバ一は図示を省略 してある。

[0039] 本体 3 3 には長円状の凹部 3 6 と、 この凹部 3 6 に連通 して本体 3 3 の一

方の長辺部 まで切 り欠かれたスペースである切 り欠 き部 3 7 がある。凹部 3

6 の中にはガイ ド部材 3 4 があ り、 ガイ ド部材 3 4 の両端部は半円状 になつ

ていて、凹部 3 6 の両端部 との間に半円状の通路が形成 されている。 ガイ ド

部材 3 4 の切 り欠 き部 3 7 の反対側 には両端 に段差部 3 6 D を備えたス リッ

卜3 6 S が形成 されてお り、ス リッ ト3 6 S の段差部 3 6 D に隣接する部分

には後述する駒部材を収容 して係止する係止凹部 5 1 、 5 2 がある。

[0040] 環状部品 3 5 はベル 卜状部材であ り、その内周面に第 1 のスライ ド部材 3

が取 り付けられ、外周面に第 2 のスライ ド部材 3 2 が取 り付けられている

。第 1 と第 2 のスライ ド部材 3 、 3 2 の長さは同 じである。 また、第 1 の

スライ ド部材 3 の一方の端部か ら第 2 のスライ ド部材 3 2 の一方の端部 ま

での環状部品 3 5 の長さと、第 1 のスライ ド部材 3 の他方の端部か ら第 2

のスライ ド部材 3 2 の他方の端部 までの環状部品 3 5 の長さも同 じである。

環状部品 3 5 は両端部が前述の半円状の通路 に揷入された状態で本体 3 3 の

凹部 3 6 内に組み込 まれ、第 1 のスライ ド部材 3 がガイ ド部材 3 4 のス リ

ッ 卜3 6 S 内を移動できる。 また、環状部品 3 5 が凹部 3 6 内に組み込 まれ

た状態で第 2 のスライ ド部材 3 2 が切 り欠 き部 3 7 内を移動できる。

[0041 ] 第 1 のスライ ド部材 3 の第 1 の筐体 4 側 には取付板 4 P がネジ 1 5

によって取 り付けられ、第 1 のスライ ド部材 3 が取 り付けられた取付板 4

P は、ネジ 1 5 によって第 1 の筐体 4 の取付凹部 4 T に固着 される。

第 2 のスライ ド部材 3 2 には凹部 3 2 A が設けられているので、 2 つのブラ

ケ ッ 卜4 2 B を凹部 3 2 A 内に位置させた状態で、回転軸 1 O C を本体 3 3

に設けられた軸揷通孔 3 8 か ら挿入 して、回転軸 1 0 C をブラケ ッ ト4 2 B

に設けられた孔 4 2 H を貫通させる。 ブラケ ッ 卜4 2 B に設けられた孔 4 2

H を貫通させた回転軸 1 O C は切 り欠 き部 3 7 を通 した後 に、本体 3 3 の反

対側 に設けられた軸揷通孔 3 8 に通す。回転軸 1 O C を揷通 したブラケ ッ 卜



4 2 B は、凹部 3 2 A の両端部に位置させると、第 2 の筐体 4 2 に設けられ

た取付凹部 4 2 T にネジ 1 5 で固着することができる。

[0042] 環状部品 3 5 はこの実施形態ではベル 卜状部材であるが、ワイヤ等を使用

した線状部材でも良い。環状部品 3 5 は、第 1 と第 2 のスライ ド部材 3 、

3 の部分を合成樹脂の板から切 り出すことによって一体的に作ることがで

きる。また、第 1 と第 2 のスライ ド部材 3 1、 3 2 と、環状部品 3 5 とを別

体で作成 しておいて、第 1 と第 2 のスライ ド部材 3 、 3 2 に環状部品 3 5

を接続することによつても作ることができる。

[0043] スライ ドアシス 卜機構 3 0 の本体 3 3 が、第 1 の筐体 4 の溝 4 N と第

2 の筐体 4 2 の幅の広い溝 4 2 W内に取り付けられた状態では、第 1 のスラ

ィ ド部材 3 の一端部はスリツ卜3 6 S の第 1 の筐体 4 側にある段差部 3

6 D 内に位置 している。この状態で、引っ張りばね 1 9 と駒部材 2 0 を備え

たアシス トばね部材 1 8 がスリット3 6 S 内に取り付けられる。この時、駒

部材 2 0 の一方は係止凹部 5 内に挿入され、引っ張りばね 1 9 は第 1 のス

ライ ド部材 3 とガイ ド部材 3 4 の間のスリット3 6 S に揷入され、駒部材

2 0 の他方は第 1 のスライ ド部材 3 の端部に係止状態にされる。この状態

が図 1 1 A に示す状態である。

[0044] アシス トばね部材 1 8 は、図 1 3 A 及び図 1 3 B に示すように、弾性体で

ある引っ張りばね 1 9 と、この引っ張りばね 1 9 の両端部に揺動可能に取り

付けられた駒部材 2 0 とを備えている。駒部材 2 0 の直径は引っ張りばね 1

9 の短手方向の幅よりも大きい。駒部材 2 0 は、例えば図 1 3 A に示すよう

に、円板状の本体 2 3 の一部を円弧状に切 り欠いて切欠部 2 1 を形成 し、こ

の切欠部 2 の本体 2 3 の外周部近傍にボス 卜2 2 を突設 したものである。

このポス ト2 2 に、引っ張りばね 1 9 のフック部 1 9 Hが取り付けられる。

図 1 3 は図 1 3 A に示 した引っ張りばね 1 9 と、その両端部に取り付けら

れた駒部材 2 0 を示すものである。引っ張りばね 1 9 のフック部 1 9 H は、

駒部材 2 0 のボス 卜2 2 に外れないように引っ掛けられているだけなので、

駒部材 2 0 は引っ張りばね 1 9 に対 して揺動が可能である。このように、駒



部材 2 0 としては、一部にばね 1 9 のフック部 1 9 H を係止可能な引っ掛け

部 （ポス ト2 2 ) を持つ。また、駒部材 2 0 は、後述するように駒部材 2 0

を係止する部分が入れ替わる際に、転がりが良いように円形状等が良い。

[0045] 図 1 1 A に示すように、スライ ドアシス ト機構 3 0 が第 1 と第 2 の筐体 4

1、 4 2 に取り付けられた状態では、第 2 の筐体 4 は第 1 の筐体 4 に対

して、回転軸 1 O C とブラケット4 2 B により、 1 8 0 度回転させることが

できる。図 1 1 B は第 2 の筐体 4 2 を第 1 の筐体 4 に対 して、回転軸 1 0

C とブラケット4 2 B により、 1 8 0 度回転させた状態を示すものである。

図 1 1 B に示す状態は、前述の実施例における図 3 C の状態に対応 している

。第 2 の筐体 4 2 を第 1 の筐体 4 に対 して 1 8 0 度回転させると、第 1 の

筐体 4 の溝 4 N と第 2 の筐体 4 2 の溝 4 2 Nが一直線状に繋がる。

[0046] 従って、この状態で第 1 の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2 の両端部に外力を加

えると、スライ ドアシス 卜機構 3 0 が第 1 の筐体 4 の溝 4 N と第 2 の筐

体 4 2 の溝 4 2 N を摺動するので、第 1 の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2 を近づ

けることができる。図 1 1 B に示す状態で第 1 の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2

の両端部に外力を加え始めた状態では、アシス トばね部材 1 8 の一方の駒部

材 2 0 が係止凹部 5 に係止され、他方の駒部材 2 0 が第 1 のスライ ド部材

3 の一方の端部に係止されている。従って、第 1 の筐体 4 の第 2 の筐体

4 2 に近づく方向の移動により、引っ張りばね 1 9 が伸びる。更に第 1 の筐

体 4 が第 2 の筐体 4 2 に近づくと、第 1 のスライ ド部材 3 の他方の端部

が係止凹部 5 の位置を通り過ぎる。

[0047] 第 1 のスライ ド部材 3 の他方の端部が係止凹部 5 の位置を通り過ぎる

と、駒部材 2 0 は係止凹部 5 1 から出て、第 1 のスライ ド部材 3 の他方の

端部に係止されるようになる。図 1 2 A は図 1 1 B の状態から第 1 の筐体 4

と第 2 の筐体 4 2 が全長の半分の長さだけ近づいた状態を示すものであり

、前述の実施例の図 3 B の状態に対応する。図 1 2 A には、スライ ドアシス

卜機構 3 0 の動作を示すために、第 2 の筐体 4 2 の図示は省いてあり、その

位置だけを二点鎖線で示 してある。アシス トばね部材 1 8 は、両端の駒部材



2 0 が第 1 のスライ ド部材 3 の両端部 に係止された状態のまま、第 1 の筐

体 4 と第 2 の筐体 4 2 は近づいてい く。駒部材 2 0 が第 1 のスライ ド部材

3 の両端部 に係止された状態では引っ張 りばね 1 9 は伸びてお り、駒部材

2 0 には他方の駒部材 2 0 に近づ く方向の引っ張 り力が加わ っている。

[0048] 第 1 の筐体 4 と第 2 の筐体 4 2 が更に近づき、第 1 のスライ ド部材 3

の一方の端部が係止凹部 5 2 の位置 まで来ると、 アシス トばね部材 1 8 の駒

部材 2 0 が係止凹部 5 2 内に入る。 アシス トばね部材 1 8 の駒部材 2 0 が係

止凹部 5 2 内に入ると、係止凹部 5 2 によって一方の駒部材 2 0 が係止され

たアシス トばね部材 1 8 は、引っ張 りばね 1 9 によって第 1 のスライ ド部材

3 の他方の端部 に係止された駒部材 2 0 を引っ張る。 このため、第 1 と第

2 の筐体 4 1、 4 2 が重なる直前では、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 を近づ

ける方向のアシス ト力が引っ張 りばね 1 9 によって発生 し、第 1 と第 2 の筐

体 4 1、 4 2 が重な り易 くなる。図 1 2 B が第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 が

重なった状態を示 してお り、前述の実施例の図 3 A に示す状態に対応する。

[0049] 逆 に、閉 じた状態の第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 を開いてい く場合には、

図 1 2 A に示 した状態か ら図 1 1 B に示 した状態になる動作がスライ ドアシ

ス ト機構 3 0 によって行われる。 この場合は、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2

がフルスライ ドする直前で、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4 2 を遠ざける方向の

アシス ト力が引っ張 りばね 1 9 によって発生 し、第 1 と第 2 の筐体 4 1、 4

2 がフルスライ ド状態になる時の力が低減 される。

[0050] 図 1 4 A は、他の実施形態の結合装置を備えた電子装置 4 0 における第 2

の筐体 4 2 と第 3 の筐体 4 3 を結合するヒンジ 1 1 を示すものである。 ヒン

ジ 1 1 の一端はネジ 1 6 によって第 2 の筐体 4 2 の端部 に固定されてお り、

ヒンジ 1 1 の他端はネジ 1 6 によって第 3 の筐体の端部 に固定されている。

第 2 の筐体 4 2 と第 3 の筐体 4 3 は、 ヒンジ 1 1 の回転軸 1 1 A を中心 に し

て回転することができる。

[0051 ] 図 1 4 B は、他の実施形態の結合装置を備えた電子装置 4 0 における第 1

の筐体 4 と第 4 の筐体 4 4 を結合するヒンジ 1 2 を示すものである。 ヒン



ジ 1 2 の一端 はネジ 1 6 によって第 1 の筐体 4 の端部 に固定されてお り、

ヒンジ 1 2 の他端 はネジ 1 6 によって第 4 の筐体の端部 に固定されている。

第 1 の筐体 4 と第 4 の筐体 4 4 は、 ヒンジ 1 2 の回転軸 1 2 A を中心 に し

て回転することがで きる。

以上説明 したように、本出願の多分割筐体の結合装置 を備 えた電子装置 4

0 ， 8 0 は、画面 を備 えた複数の筐体が結合 された状態ではフル フラッ トの

大画面 を形成で き、回転 とスライ ド動作で各筐体 を重ね合わせることによ り

携帯 に便利な形状 にで きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 をこの順 に重ね合わせた時に、第 1 と第

2 の筐体の間 と第 3 と第 4 の筐体の間にそれぞれ配置 され、重な った

筐体 をスライ ドさせた後 に、一方 を他方 に対 して 1 8 0 度 回転 させる

回転軸 と

前記第 2 と第 3 の筐体の、前記回転軸 と平行な方向に露出する一方

の端面同士を結合する第 1 の ヒンジと、

前記第 1 と第 4 の筐体の前記回転軸 と平行な方向に露出する端面の

、前記第 1 の ヒンジ側の端面 と反対側の端面同士を結合する第 2 の ヒ

ンジとを備 え、

前記回転軸 によ り、前記第 1 と第 4 の筐体 に対 して前記第 2 と第 3

の筐体 をスライ ドさせ、 スライ ド完 了状態で前記第 1 と第 2 の ヒンジ

によ り前記第 2 と第 3 の筐体及び前記第 1 と第 4 の筐体 をそれぞれ前

記回転軸の回 りに回転 させなが ら開いて 1 つの平坦面 を形成すること

を特徴 とする多分割筐体の結合装置。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記回転軸が前記 4 つの筐体のスライ ド方向の全長 と同 じ長 さを備

え、

前記回転軸 によ り、前記第 1 と第 4 の筐体 に対 して前記第 2 と第 3

の筐体 をスライ ドさせた時に、前記第 1 と第 4 の筐体側 に露出する前

記回転軸の長 さと、前記第 2 と第 3 の筐体側 に露出する前記回転軸の

長 さが同 じになるように、前記回転軸 を第 1 と第 2 の筐体の間 と第 3

と第 4 の筐体の間にそれぞれ取 り付 けた ことを特徴 とする多分割筐体

の結合装置。

[ 請求項3] 請求項 1 または 2 に記載の多分割筐体の結合装置であ って、

前記回転軸 を中空の円筒部材か ら形成 し、

一方の側面 には、前記回転軸の軸線方向に平行な第 1 のス リッ 卜を

形成 し、



前記第 1 のス リッ 卜が設 け られた側面の反対側の側面 には、前記回

転軸の軸線方向に平行な第 2 のス リッ トを形成 し、

前記第 2 のス リツ 卜の一方の端部 には、前記回転軸の軸線方向に垂

直な方向に前記回転軸 を周回する第 3 のス リッ 卜を接続 し、

前記第 3 のス リッ 卜の端部 は、前記第 1 のス リッ 卜の延長線上 に設

け、

前記回転軸 は、前記第 1 と第 2 のス リツ 卜を通過するネジによって

前記回転軸の両側 にある筐体 に設 け られたネジ穴に取 り付 けた ことを

特徴 とする多分割筐体の結合装置。

請求項 3 または 4 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記ネジのネジ頭 と前記回転軸の内周面の間に、摺動補助部材 を取

り付 けた ことを特徴 とする多分割筐体の結合装置。

請求項 3 または 4 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記第 1 と第 2 のス リツ 卜の長 さと、 ネジ穴の前記筐体 における位

置は、対向する 2 つの筐体 をフルスライ ドさせた時に、前記回転軸が

同 じ長 さだけ両側の筐体 に突出する長 さと位置 にな っていることを特

徴 とする多分割筐体の結合装置。

請求項 1 に記載の多分割筐体の結合装置であ って、

前記回転軸 に、前記第 1 と第 4 の筐体 に対 して前記第 2 と第 3 の筐

体が閉 じる方向及び開 く方向にスライ ド完 了する直前で、 そのスライ

ド方向の力をアシス 卜するスライ ドアシス 卜機構 を組み込んだ ことを

特徴 とする多分割筐体の結合装置。

請求項 6 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記スライ ドアシス ト機構 は、筐体側 に固定される固定機構 と、筐

体 に対 して移動する移動機構 とを備 え、

前記固定機構 は、

前記第 1 と第 2 の筐体の間 と前記第 3 と第 4 の筐体の間にそれぞ

れ設 け られた溝 と、



前記移動機構 を、前記第 1 と第 3 の筐体 に取 り付 ける取付板 と、

前記移動機構 に設 け られた回転軸 を前記第 2 と第 4 の筐体 に対 し

て摺動保持するブラケ ッ 卜とを備 え、

前記移動機構 は、

筐体が重な った状態 とフルスライ ドした状態の間の状態 において

、前記溝 内を移動する本体 と、

前記本体内の長手方向に設 け られた凹部 と

前記凹部 に挿入されてその内周面 に沿 って移動する環状部品 と、

前記環状部品の全長 を二分する位置の、 内周側 に設 け られた所定

長の第 1 のスライ ド部材 と、外周側 に設 け られて前記第 1 のスライ ド

部材 と同 じ全長 を備 える第 2 のスライ ド部材 と、

前記凹部の前記環状部品の内側 に設 け られ、前記第 1 のスライ ド部

材の移動路 に所定距離 を隔てて対向するガイ ド面 を備 えるガイ ド部材

と、

前記凹部の外側 に設 け られ、前記第 2 のスライ ド部材の移動 を可能

にするスペースと、

前記 ガイ ド面の両側 に設 け られ、前記第 1 のスライ ド部材が、前記

凹部 内の左端側 に位置 した時 と右端側 に位置 した時に、前記第 1 のス

ライ ド部材 に対向する凹部 と、

伸び縮み可能な柱状の弾性体 と、該弾性体の両端部 にそれぞれ揺動

可能 に連結 された前記弾性体の横幅 よ りも大 きな横幅 を備 えた駒部材

とを有 し、前記第 1 のスライ ド部材が前記凹部 内の左端側 に位置 した

時 と右端側 に位置 した時に、前記駒部材の一方が前記凹部の一方 に係

止され、前記弾性体が前記第 1 のスライ ド部材 と前記 ガイ ド面 との間

のスペースに収容 され、他方の駒部材が前記第 1 のスライ ド部材の端

部 に係止されるように前記凹部 内に配置 されるアシス トばね部材 を備

え、

スペース内には前記回転軸がその両端部 を前記本体 に支持 されて設



け られてお り、

前記固定機構の取付板 は前記第 1 のスライ ド部材 に固着 され、

前記 ブラケ ッ 卜は、前記スペース内で前記回転軸 を摺動保持すると

共 に、前記第 2 のスライ ド部材 との位置関係が変わ らないように前記

前記第 2 のスライ ド部材 に係合 していることを特徴 とする多分割筐体

の結合装置。

[ 請求項8] 請求項 8 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記溝 は、前記前記第 1 と第 3 の筐体 に設 け られる第 1 の溝 と、前

記第 2 と第 4 の筐体 に設 け られる第 2 と第 3 の溝 とを備 え、

前記第 1 の溝 は、前記移動機構 を収容する幅で前記筐体の長手方向

に、 その中心軸が前記筐体の中心軸か らオ フセ ッ 卜されて設 け られて

お り、

前記第 2 と第 3 の溝 は、前記第 2 と第 4 の筐体 を長手方向に二分す

る線の左右 に設 け られてお り、前記第 1 と第 2 の筐体及び前記第 3 と

第 4 の筐体が重な つた状態では、前記第 2 の溝 は前記第 1 の溝 に重な

り、前記第 2 と第 4 の筐体が前記第 1 と第 3 の筐体の筐体 に対 して 1

8 0 度 回転 した状態では、前記第 3 の溝が前記移動機構 を受け入れる

ことを特徴 とする多分割筐体の結合装置。

[ 請求項 9] 請求項 8 に記載の多分割筐体の結合装置であ つて、

前記弾性体が弓Iつ張 りばねであ り、前記前記第 1 のスライ ド部材が

移動 して、前記第 1 のスライ ド部材の両端部の対向位置か ら前記第 1

のスライ ド部材が外れると、前記凹部の一方 に係止されていた前記駒

部材が前記凹部か ら抜 け出 し、前記 2 つの駒部材は前記第 1 のスライ

ド部材の両端部 に係止され、

前記第 1 のスライ ド部材が移動 して、前記第 1 のスライ ド部材の移

動方向先端側の端部が前記凹部の端部位置 に至 ると、先端側の端部 に

係止された前記駒部材が前記凹部 内に入 り込んで係止され、前記第 1

のスライ ド部材の後端側 に前記 アシス 卜ばね部材か ら移動方向の引 つ



張 り力が印加 されることを特徴 とする多分割筐体の結合装置。

[ 請求項 10] 請求項 7 か ら 9 の何れか 1 項 に記載の多分割筐体の結合装置であ つ

て、

前記凹部の形状が長円状であ り、前記凹部の両端部 に位置する前記

ガイ ド部材の前記凹部の両端部 に対向する外周面は円周面であ り、前

記凹部の両端部 と前記 ガイ ド部材の前記外周面 との間には、前記環状

部品が移動可能な移動通路が形成 されていることを特徴 とする多分割

筐体の結合装置。

[ 請求項 11] 第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体 を備 えた電子装置であ って、

前記第 1 か ら第 4 の 4 つの筐体が この順 に重なる時に、前記第 1 と

第 2 の筐体の間 と前記第 3 と第 4 の筐体の間にそれぞれ配置 され、重

な った筐体 をスライ ドさせた後 に、一方 を他方 に対 して 1 8 0 度 回転

させる回転軸 と、前記第 2 と第 3 の筐体の、前記回転軸 と平行な方向

に露出する一方の端面同士を結合する第 1 の ヒンジ、及び前記第 1 と

第 4 の筐体の前記回転軸 と平行な方向に露出する端面の、前記第 1 の

ヒンジ側の端面 と反対側の端面同士を結合する第 2 の ヒンジを備 える

多分割筐体の結合装置 と、

前記第 1 か ら第 4 の筐体の何れかに設 け られ、 1 つの表示画像の 4

分の 1 の画面分の画像 を他の画面 と同期 させて表示する制御装置 とを

備 え、

前記多分割筐体の結合装置の前記回転軸 によ り、前記第 1 と第 4 の

筐体 に対 して前記第 2 と第 3 の筐体 をスライ ドさせ、 スライ ド完 了状

態で前記第 1 と第 2 の ヒンジによ り前記第 2 と第 3 の筐体及び前記第

1 と第 4 の筐体 をそれぞれ前記回転軸の回 りに回転 させなが ら開いて

、前記第 1 か ら第 4 の筐体 によ り 1 つの平坦面 を形成 し、

前記 1 つの平坦面が形成 された時に、前記制御装置 によ り、隣接す

る前記表示画面 に全体 と して 1 つの画像 を表示 させることを特徴 とす

る電子装置。



[ 請求項 12] 請求項 1 1 に記載の電子装置 を 2 つ備 え、

前記第 1 と第 4 の筐体の長手方向の端面の うち、前記第 2 と第 3 の

筐体が出没する側 と反対側の端面同士を接合 し、

8 つの筐体の何れかには、 1 つの表示画像の 8 分の 1 の画面分の画

像 を他の画面 と同期 させて表示する制御装置 を備 え、

2 組の前記第 1 か ら第 4 の筐体 によ り前記 1 つの平坦面が形成 され

た時に、隣接する前記表示画面 に全体 と して 1 つの画像 を表示するこ

とを特徴 とする多分割筐体の結合装置 を備 えた電子装置。
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